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事業の目的

都内中小企業者等が、感染症関連商品の製造等に必
要な最新機械設備を新たに購入するための経費を助
成します。

これにより、新型コロナウイルスをはじめとする
感染症対策に資する事業活動に取り組む都内中小企
業を支援するとともに、感染症対策関連商品の供給
体制強化を図ります。
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対 象 者
基準日時点で東京都内に登記簿上の本店または支店があり、都内で２
年以上継続して事業を行っている中小企業者等。（※都外に機械設備
を設置する場合は、都内に本店があること）

助 成 対 象 事 業
新型コロナウイルスをはじめとする
感染症対策商品の製造に必要な機械設備の導入

助 成 対 象 経 費 最新機械設備の購入経費

助 成 率 4/5以内

助 成 限 度 額 １億円（助成下限額：１００万円）

申 請 受 付
助 成 対 象 期 間

次ページの申請受付期間、交付決定予定日、助成対象期間を参照

事業の概要



募集のスケジュール①

1. 申請受付期間（公社HPよりお申込み）
４月２３日～令和３年２月１０日

2. 申請書類提出方法（各回締切日までに公社まで提出）
①持参形式 ②郵送形式 のいずれか
４月２３日～令和３年２月１０日
※申請受付をしていない場合は書類を受理できません。

3. 審査
各締切日までに提出された申請について、毎月実施
一次審査（書類）、二次審査（面接）

4. 助成対象事業者決定
申請受付締切日の翌月末

5. 事務手続き説明会
各回採択者に応じて実施
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募集のスケジュール②

1. 助成事業説明会について

当面実施の予定はありません。
本資料・募集要項などをご覧いただき
ご不明な点は、電話にて個別で対応させていただきます。

2. 各回の申請書提出締切について

郵送でのご提出の場合、締切日までの到着分を
受付いたします（必着）
間に合わなかった場合、次回のご提出扱いになります。

5



受付期間と交付決定予定日、助成対象期間
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申請受付期間 交付決定予定日 助成対象期間

第1回
令和２年 ４月２３日～
令和２年 ４月３０日

令和２年５月２９日
令和２年 ６月 １日～
令和３年１１月３０日

第2回
令和２年 ５月 １日～
令和２年 ５月１５日

令和２年６月３０日
令和２年 ７月 １日～
令和３年１２月３１日

第3回
令和２年 ５月１８日～
令和２年 ６月１０日

令和２年７月３１日
令和２年 ８月 １日～
令和４年 １月３１日

第4回
令和２年 ６月１１日～
令和２年 ７月１０日

令和２年８月３１日
令和２年 ９月 １日～
令和４年 ２月２８日

第5回
令和２年 ７月１３日～
令和２年 ８月 ７日

令和２年９月３０日
令和２年１０月 １日～
令和４年 ３月３１日

第6回
令和２年 ８月１１日～
令和２年 ９月１０日

令和２年１０月３０日
令和２年１１月 １日～
令和４年 ４月３０日

第7回
令和２年 ９月１１日～
令和２年１０月 ９日

令和２年１１月３０日
令和２年１２月 １日～
れ岩４年 ５月３１日

第8回
令和２年１０月１２日～
令和２年１１月１０日

令和２年１２月２８日
令和３年 １月 １日～
令和４年 ６月３０日

第9回
令和２年１１月１１日～
令和２年１２月１０日

令和３年１月２９日
令和３年 ２月 １日～
令和４年 ７月３１日

第10回
令和２年１２月１１日～
令和３年 １月 ８日

令和３年２月２６日
令和３年 ３月 １日～
令和４年 ８月３１日

第11回
令和３年 １月１２日～
令和３年 ２月１０日

令和３年３月３１日
令和３年 ４月 １日～
令和４年 ９月３０日
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助成事業を遂行するために必要となる最新機械設備の
新たな購入、搬入・据付に要する経費

【機械設備】とは法人税法上、以下に分類されるものです

ア 機械装置

イ 器具備品

（主な留意事項）

・ １基100万円（税抜）以上のものに限る。

・ ソフトウェアは、助成対象となる機械設備に専用かつ必要不可欠にして一体運
用がなされものに限り、対象とする。

例：組み込みソフトウェア、専用制御ソフトウェア 等

・ 搬入・据付等に要する経費は、機械設備本体購入先が行い、機械設備の設置と
一体で捉えられるものに限り、対象とする。

助成対象経費①
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・ 事業実施のために必要となる最小限の経費のみ

・ 助成対象期間内に原則契約から支払いが完了するもの

本助成事業に限り、契約については交付決定前であっても

令和２年４月１日以降の契約であれば助成対象とします。

※納品（設置）は、助成対象期間内に限ります。

・ 助成対象の確認が可能で、本助成事業に係るものとして明確に区分で
きるもの

【対象外経費となる例】

・ 既存機械設備の改良・修繕及び撤去・移設・処分に係る経費

・ 中古品の購入経費

・ 設置場所の整備工事や基礎工事、電気工事等に係る経費

・ 割賦、リース、レンタルに係る経費 等

助成対象経費②
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① 目的との適合性

② 優秀性

③ 実現性

④ 計画の妥当性

⑤ 成長・発展性

審査の視点



本助成事業における留意点

① 機械装置もしくは器具備品に該当するか

※ 顧問税理士等に事前に確認しておく

② 事業に必要な許認可、設置場所の確認

③ 単なる機械設備の維持更新は対象外

④ 機械設備納品スケジュールの確認（機械設備メー
カーの繁忙等、対象期間内の設置が必要）
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・ 募集要項を熟読し、本事業の概要、必要書類等を把握する
・ 必要な許認可等は取得しておく
（長年事業継続している場合、工場設置認可証等が行方不明なことがある）

・ 審査項目（申請書の様式）に沿って、事業計画をアピールする
※ 明瞭、簡潔、客観的に具体的数値を用いて記載する
※ 購入する機械設備で何をするのか
（現状分析、課題・解決策、効果）



同一テーマでの併願申請
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※ 複数採択された場合は、いずれかを選択

補助・助成事業の種類 併願申請

他団体の補助・助成事業
（例：ものづくり補助金、等）

公社の他の助成事業
（例：革新的事業展開設備投資支援事業、等）



Webページ紹介
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公社助成金のページ
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お問い合わせ先

まずはＷＥＢへ 詳しくはお電話で

公社ＨＰ
https://www.tokyo-kosha.or.jp/

最新の助成金情報、募集要項、申請書
類などを入手できます。

＜お問い合わせ先＞
公益財団法人
東京都中小企業振興公社
企画管理部 設備支援課
TEL 03-3251-7884

✔ 助成事業ごとに問い合わせ先が
異なります。

お手数ですが、公社HPや一覧表で
所管をご確認の上、お問い合わせく
ださい。

東京都 公社 助成 検 索


